
Title 戦後における文部行政機構の法制と環境（二）

Author(s) 西本, 肇

Citation 北海道大學教育學部紀要, 47, 1-23

Issue Date 1986-02

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/29291

Type departmental bulletin paper

File Information 47_P1-23.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



戦後における文部行政機構の法制と環境口

西本 肇

The Renovation of Ministry of Education in Post-war J apan (2) 

Hajime Nishimoto 

目次

1 はじめに

1I r間接統治」と文部省存簡の政治環境
頭 文部省改革原理の検討一何そもって改装とみるかの問題(以上部号)

IV 戦後文部行政機構の法制的慈礎一

(1) はじめに・‘・…・町……・...….• • • • • • • • • • • • .……一……………........…………パ......1 

(2) 物資統制行政の導入による文部行政機構の改変-…………………………・……・.2 

(3) 内務省等の解体に伴う行政事務の所管室幸えと文部行政の改変ーー…・…….....・H ・"13

1 出版・著作権行政の所管替えー…………・……......…....・H ・-…………-……14

2. 図書館行政納本と養成(以上本号)……-………....・H ・……・…H ・H ・-・…16

(1 ) はじめに

前稿であきらかにしたところから幾われるのは，戦後の文部省改革を主導したのは，詰ると

ころ宮庁セクショナリズムの論理であり，戦後型タテワリ行政への文部省の参入とそこでの間省の

自己定位の論理であった。したがって開省改革に際して語られた教育の「自主性心一般行政か

らの教育行政の「独立Jなどの原理一一それらは在来，文部省の民主的改変をリードしたとせら

れている一ーも，その論理を在来とは異った角度から検討・吟味すると，そこに何らかの、教育

臨有の価値、なる不確定概念、を見出す乙とが可能か否かの詮索をするのであれば格別，それらが

およそ民主的文部省を展望しうる行政原理であったとするのは大いに嬢わしいのみならず，それ

らの原理の中には，戦前期，行政機構としては弱体・不安定のままに推移した問答を，むしろ進

んで安定lζ導き，文部行政機構と称するにたる間有の行政領域を開拓し，かっ強聞な行政基盤の

構築を図る論理さえ見出されることが明らかにされたのである。

前稿で取扱った一九四八年前半以降，患と地方を通ずる教育行政は教育委員会制度の創設を合

む大きな変動を被むる ζとになる。そこでこの変動の中l乙貫ぬかれたと ζろの戦後文部行政機構

の改変・安定・確立の論理を探り，それが現実の機構としてどのように立ち現われているかが問

題となってくるのであって，本稿l乙課せられた問題もその点を解明する ζとにほかならない。

本稿ではまず最初に，様々な改革論議がたたかわされた背後において，戦後の行政需要・行政体

制の変化に伴って引きおこされた文部行政機構の編成替えを，いくつかの行政領域に照明をあて

ながらその様子を概観し，教育委員会法・文部省設置法という戦後の文部行政改変を中心的にリ
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ードした法律が達成した改革物とは何であり，それがどのような意味あいをもっているかを論ず

るための前提作業を行うことにしたいと思うのである。

(2) 物資統制行政の導入による文部行政機構の改変

行政実態の面で，戦後の文部行政につけ加えられた新しい行政分野としてはまず，資材・物資

の統制j行政が挙げられるべきである。

激戦に伴う経済崩壊に起因する経済統制tその一部たる資材・物資統制の必要性はきわ

めて強烈で、あり，したがって統制の直接の任にあたる統制行政もまた厳格をきわめ，かっその統

.制範関も広範にわたったζとはよく知られているところである。文部省もこうした統制行政の一

酉に参入したのである。乙こでは統制行政の沿革・震関に縮かくたち入る準備もなければ，また

その必要もあるまい。ただ大づかみにいえば，戦後の体系的な統制行政の出発は「臨時物資需給

調繋法J(昭和21年法律第312号)に述めてよいであろうと患われる 1)。

向法は「主務大臣は産業の回復及び振興i乙関し経済安定本部総裁が定める基本的な政策及び計

画の実施を確保するために，左に掲げる事項に関して必要江る命令をなすζとができる oJ (第一

条第一項)と定め，統制の基本的な「政策」及び「計画Jの策定には安本があたり，統制分野ど

との f実施JI乙は各省の主務大臣が「必要なる命令jをもってあたる旨を明らかにしている。

上記の規定が示す知く，同法iζ基づく戦後統制j行政の特徴は，統制の中心iζ閣の行政官

庁がはっきりと位置づいたことである(園による直接続制の方式)。官庁の直接続制の方式は戦

前戦中期の統制と異なる戦後統制の特徴である O 乙の聞の事情についてある論者は次のように述

べている 3

「……現実の統制の主体としてあらわれるものは，今日の経済統制法においては，原則として

政府とされる。戦時中の経済統制法においては，民間団体による統制がとり入れられた。いわゆ

る経済新体制として，統制会などぞ中心とするピラミッド的巌業団体構成が形成され， ζれらの

自体による統制が行われた。乙れは f民間』毘体による統制であるというために，一見，数府に

よる統制よりもむしろ民主的であるかのどとくみえる。が，実質的にはその反対であり，全体主

義的な指導者原理によってつらぬかれた菌家的強制カルテJレの浸透組織にほかならなかった。こ

のような統制団体から成る産業構造は椙ついで廃止され，民間団体による統制は原則的に禁止さ

れ(私的独占禁止法による統制団体の禁止入統制は，官庁(政府)によって行われる乙とが隊

員日とされるにいたったのである。J2) 

かくて，臨時物資需給調整法による戦後の統制行政は，かつて「戦時中にみられた金頭院より

はるかに強力な機関でさえあるJ3) と評せられた経済安定本部の総合的計画の下に，統制分野毎

の各省主務大寵の分担管理による強力な統制体制として出発したのである。その後，統制実施に

あたる各省主務大臣は，指定生産資材の割当事務については舟法にもとづいて定められた「指定

生産資材割当規則J(昭和22年l月24日 麗令・期工省令・農林省令・大蔵省令・内務省令・文部

表1 指定生産資材割当規則附表第二(一部) 省令・厚生省令・運輸省令・逓信省令・司

産業又は物資の需要部門 主務官庁

学校営繕

文化厚生施設
教育研究熊

文部省
宗教施設

文化飽設

備 考

偽の産業又は

物資の需要部

内iζ属するも

のを除く

法省令第 l号)の定めると乙ろによって

統制物資毎に定められた(第1条第3項及

び附制策1項4))。文部大誌が統制(割当)

主務大臣となった分野をとり出してみれば

表 1のとおりである。
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f附表第二Jの定める「産業又は物資の需要部門Jは全部で35部門あって， r文化厚生施設j
部門はその32番自に位置し， r学校営繕J以下の冊つが文部省を主務官庁として特定の生産資材
の割当が行なわれる乙ととなっている。乙の部P雪中には名称からも察せられるように，厚生大臣が

主務宮庁となる「衛生保護施設j，r社会救護施設j，r労働厚生施設Jも含まれている。間競尉は
昭和23年に至って改正され，各「部門Jが「大分類Jと改称され， r大分類J数が若干の拡大(39)
をみるほか変化はない。ただ改正附表二では商工大臣が主務官庁となる「生活用品j(大分類)

中に「教育文化用品j(中分類)が新たに加えられ，文教物資・資材の統制範罰が拡がっていく

ζとを指摘しておくべきである。

さて以上の如くして，文部行政は戦後統制行政のー酒に参入したわけであるが，乙うした新規

の行政分野への参入を文部当痛はどのように認識していたのだろうか。文部省教育施設局編 f学

校はどうして作るか一教育の施設と資材一J(昭和25年刊)は次の如き興味ある一文を載せてい

る。

「戦時中の物資の統制は冨家総動員法i乙裳く物資統制令を根幹とする諸法令に依り，戦争第一

主義のもとに行われたのであるが， (臨時一西本)物資需給調整法を根幹とする終戦後の物資の

統艇は戦時中のものとは全くその趣を異にし平和産業の仮復を第一主義とし戦時中の天下り統制

を排し民主的な機構のもとに経済安定本部を中心として行われることとなった。……中略・…・・そ

れではこのような物資統制の新方式は文部省額係にし、かなる影響を輿えているであろうか。従来

文部省に於ては官立大学高等専門学校に対してのみ資材の割当を行って来たのであるが新しい統

制方式によれば需要者を管轄する主務宮庁が軒当権限を有するようになったから公私立大学専門

学校を始とし新制高等学校中学校小学校は勿論図書館，博物館，神社仏閣等の文化施設やその他

体育社会体育施設等に対する物資の割当も文部省が行う ζととなったのは誠に意義深いζとであ

るj(252-253賞。傍点は西本)。

ここから窺われるように文部省は「物資統制の新方式」への参入を「誠に意義深いζとであるJ

と評し，事態を慶費すべきものと受けとめている。何故そうなのか。所管する行政領域(行政事

務)の拡大が官僚制の眼には権限の拡大と挟ずるという一般的性癖の問題に加えて，文部省の場

合，統制行政を通じて「管轄するjr需要者Jが飛躍的といいうるほど拡大することは，戦時中
の官立大学等を主な統制対象とした統制行政をもってしては，到底その管轄内に組み入れるζと

のできなかった公立文教施設・体育・宗教施設までその統制行政の範域iζ組み入れることが可能と

なったことを意味しているのであって，してみればそこには特殊文部作政的な深い「意義Jがあ

ったのである。

加えて戦後の統制行政が官庁の直接統制の方式を採用したことは文部行政機構にもう一つの意

味を付与する口すなわち文部省の地方における誼接の足場である地方出先機関一教育施設部地方

出彊所の設置， ζれである。地方出先機関の磯立を背最に展開する文部行政はおよそ需省の長い

歴史において画期的新展開というべきであろう。

戦前来，幾多の論者によってたびたび行政機構上の欠陥・不備を指織され，それに起臨する文

教行政の弱体と行政上の貫通力の欠如に悩んできた同省は5) 戦後統制行政との出会いによって，

その欠臨・欠如の一部を曲りなりにも是正しえた乙とは大いに「意義深い乙とjであったのである。さ

れば後日，統制行政の地方における第一線に位置した教育施設部出張所の廃止問題について，次

の如き抗議l乙近い口吻をもってその溌止の非なるを論難した文部宮僚の一文は，上記の統制行政

参入の重要性を襲警きするものにほかならないのである。

3 
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「行政が性質上自分らの生活と無関係か，少しとも縁の速いものだと考えているひとびとは，

多くは行政機構に無頓着であり，それを自由に批判しあるいは改変しうる権力を持っと，実体無

視のしん気楼を描いてそれを押し付ける{獲さがある O 文部省教育施設部出張所の廃止も，時期と

方法を誤れば，その弊に陥る危険が多分にある。各省の地方支分局廃止論は，公選知事が地方自

治の建前から数年前から主張していたと ζろである。地方支分局にはいろいろあって，各都道府

祭にあって，地方自治体でも当然の業務として行なわれなければならないし，また行し、うるもの

もあったであろう O しかし，中には特に地方ブロックごとにあったもの(後述の如く教育施設部

出張所はζのタイプに属する一西本)の中には，一都道府県限りでは行えぬもの，また少くとも

適当なフeロックにまとめたり，適当な条件をもった地域に限って置いた方が非常に便利であり能

率的であるものもある。したがって，地方支分局を中央集権のざんしなりとして一律に ζれが廃

止を主張する ζとは，国民生活の利益と必ずしも合致するものではない。

現lζ，文部省教育施設部は，全国八地域に分けて存在し， しかもその業務の内容上生産地域と

の関連安十分考慮した上で置いてあった。各都道府県が物資の配給あっせんを行うとすれば，勢

い生産地へひんぱんに出張しでも，じゅうぶんの物資謂達や配給貯蔵の連絡が行し、得ない。とく

に文部省関係の物資配給およびあっせん業務は他省関係と非常に異なった性質を帯びている。…

…中略……そこで文部省教育施設部の出張所は，単に統制物資の割当業務以外lじこれらの物資

ぞも含む全必要物資の入手あっせんが業務の重要な部門となる(傍点、は西本)6)0 

更に注意しなければならないことは，乙の物資のあっせん業務は，統制経済時代よりも自由経

済時代の方が，いっそう必要性を増す乙とである。 …-中略……。

しかし，文部省教育施設部出張所は，物資の割当およびあっせん業務の外に，それとほぼ間程

疫の規模をもって，陣営工事の企画および実施監督を行って来た。一…中略……しかも臨営

は今後も減少しそうになし、。いな，昨年震に比し，本年度は工事選が二倍半{こ激増しているあり

さまである O 乙の点から考える時は，文部省教育施設部出強所の廃止はもっての外といわなけれ

ば、ならない。J7) 

ζ うして文部行政と戦後統制行政との出会いは，時省の行政体係の発援に特別の意義を有して

いた乙とが知られるのである。しからば，統制行政への参入は呉体的にはどのような局面におい

て，戦後文部行政に新展開を搭り開きえたのであろうか。それは上来述べ来ったと ζろか

らも窺えるように，二つの側面があろう。一つは統制行政を通じて，文部行政の管轄範囲の顕

著な拡大がもたらされたのみならず，そこに一種の集権的行政体系が出来上がったことである。

一つに，はっきりと地方に足場をもっ機構が形成され，文部行政体系にいわば筋金が入ったことで

あるO

まず前者について検討してみよう。さきに号!し、た f学校はどうして作るかJは，統制行政への

参入によっていわゆる学校の設置溌止上の監督関係(その中身が設置認可制を中心とする ζとは

うまでもなしづに加えて，新たに建築許可 (ζれは戦災後興院，のちには建設読の権問)，建築

資材等の割当許可(これは言うまでもなく文部省の権限)がそζにつけ加わった事情を，公立の

高等学校以下の階梯の学校建物の資材統艇を例に次のように解説している。

「昭和21年 2月8日臨時建築等制限規制が実施されて以来，国営事業以外の建築工事は新築と

修繕とを問わず，一斉に同規制の適用を受けるようになった。しかしながら学校に関する(資材

の一西本)需要部門の主務官庁は文部省であるから，その需要申請殺に割当は文部省が行うので

あって，国営以外の工事lζ対する割当資材は，建設説建築出張所に移管し，開出張所は文部省か
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妻美2

区分 学 校 'iJIJ 監督庁宛認可申請 建設院(及宛資
許可及材割当)申請

国立学校(密資施行)
公

共 公立専門学校以上

事 文部省関係特定部門 公立学校
O文部大医宛

O 
業 (・新制高等学校以下)

都道的県知事宛

国立学校(国費施工)

公 濁立学校(寄付工事) o (文部大患宛) O 

共事業 文特 公私立専門学校以上の学校 o (問 上) O 

以外
部定 及国費建造物

省 公私立新制高等学校以下の oc・都道府県知事宛)の 関部 学校
O 

も

の 係門 学校以外の公私立文化宗教

i 施み O(河 上) O 

(備考)+EPの中設援義務者が設置する学校は届出となる。

別途の申請

O 

O 

O 

らの移管通知に従って，建築許可と同時に資材の割当証明書を発行するのである。J8)したがって，

学校設農者は，建物の設置認可申講にあたっては， r学校の監督庁に対する認可の申請Jの他lζ
「建設焼に対する建築の許可(及び資材割当)の申議Jの「二本建J9) の手続が必要となるので

ある(乙の関係を示したのが表2である)。

乙ζで採り上げた公立の高等学校以下の階梯の学校は文部大臣との間には設置認可の関係はな

し、から(学校教育法第4条， 29条， 106条第2項。表2ではそれを・印で示している)，設置に

際してはたんに届出で済むわけであるが，それは形式上の問題にすぎないのである。問題は，

設置認可関係の無い ζれらの学校等についても，その築造に供する指定生産資材の割当を受

けようとすれば，そのE同喬(法律上は届出の受理にすぎないが)の内容を文部省は「審査す

る立場にあるJ10) とする点にある。ここでは物資統制行政を介して実質上の監督関係が生じてい

るというべきであろう。しかも指定生産資材の割当を受けずには 6・3制建物の築造は事実上不

可能であった ζとも公知の事実であって，ここに上記の実鷲上の監督関係が恒久的関係へと転ず

る現実的根拠があるのであるO

ζ うして実費上，設置認可関係という法律的関係の有無にかかわず，行政的物財的監督関係の

伴った実態が出現し，それは全ての文教施設を対象とした文部行政の範域へと拡大していったは

ずである。

さらにまた注意すべきは，資材統制という事柄の性質上，文部省と需要者(設寵者)との間に

は，極度に煩壊な手続がつきまとうことである O 要認可学校か否かの別なく，設置者は学級編成

からはじまって，建物の用途別・構造53IJの面積，敷地の面積，予算上の裏付け，財源措置の有無

とうし，建物の構造別の使用資材の数量，建物完成後の利用計磁lζ至るまで，詳継を極める

申請調書11)を年開を通じて提出する義務を負うのである。しかも資材統制面のこうした手続に加

え，戦後の 6・3制建物はそのほとんど全てが資金面では公共事業(安本の認証工事と通称された

もの)として補助金交付を受けていたから，乙の資金面での文部省の統制，さらには公共事業の

補助金の不足分を主にまかなった地方債起債には内務省(のち地方財政委員会)の許可制がそ ζ

5 
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i乙加重されたζとも看過されるべきではない。

たしかに統制資材の割当は，法令上の形式からこれをみれば，需要者からの申請にもとづし、て，

主務官庁がそれへ割当証明書安交付する過程にすぎないともいえる。害IJ当を中心とした物資統制

行政が「配給調繋Jであり f利用調整Jlわであると解するととは法令の解釈としては妥当とい

うべきであろう。けれども上来述べきたったと乙ろからすれば，行政の現実態として限をそそ

ぐべきは，資材統制行政が文字どうり統制的であり，集権的であって，それが「権力の根源と

なるJ13) 行政過程そのものにあるというべきである。そしてζの乙とは次に述べようとする，文

部行政機構の拡大・膨張の主たる中心の一つがほかならぬ物資統制を祖当した部課に集中的にみ

られるという機構上の事実にも表現されているのである。

そこで次にやや角度をかえて，第二の側面すなわち，統制行政への参入が文部行政機構上にも

たらした変化を検討することが必要である。

戦後の物資統制行政への参入に伴う，文部行政機構の改変はまず f臨時教育施設部jの設寵lζ

始まるといってよい。同部は1946年 l丹8日に新設される O 同部には「部長，副部長 l名及部員

若干名ヲ寵ク。部長ハ学校教育局長ヲ以テ之ニ充ツJ14) とされ，また伺部の「重要事現ヲ審議セ

シムJるため「参与jを置き，参与は「社会教育局長，科学教宵局長，体育局長，教科察局長，

学校教育局次長，会計課長及資材課長ヲ以テ之ニ充ツjるとされている。関部は後日物資統制行

政の本格的展開の機構上の表現となる，大臣官房に付設されたと ζろの「臨時教育施設部J(同一

名称であるが， ζれが設鐙は46年10月 1日であって，臨時物資需給調整法の施行と同日である乙

とに注意せられたい)の前身というよりは，むしろ敗戦後の戦災復興への文字ど、うり臨時的・応

急的対応の機構であって，専任の部長制が採られているわけでもなく，省内の機構的地位も各局

の連絡調整の色彩が強いと評すべきであろう 15)。

これに比して後者の臨時教育施設部設置に始まる文部省内の物資統制機構の整備はそれと全く

趣を異にし，本格的な統制行政の出発の表現であるといってよい。それは「臨時教育施設部規

稜J.r臨時教育施設部支所規程J(形式はともに大臣裁定，すなわち文部都令)が，阿部には「部
長，副部長一名及び部員若干名を量Jき，それらは文部事務官・技官等の中から「専任する」と

定め，専任体制を闘明している点にまず示されるであろう。また同支所規程は間部iζは八ケ所の

支所と称する地方出先機劉(札幌・仙台・富山・名吉麗・広島・徳島・福岡・熊本の各市の大学

又は察庁内iζ設置)が設けられる旨を規定するとともに，明治33年から続いた大臣官爵建築課出

張所及び間出張所支所規程16)を廃止する旨を明らかにし(鮒則).官立大学を主対象とした謹轄

学校及び直轄各部の建築・工事・契約事務の遂行に限定されていた建築課出張所・支所の全体的

性格転換を鴎るとともに，新しい地方出張所・支所にあっては，その主な事務が「戦災・風水害

その他災害容を被れる教育施設の復興及び復18~乙関する連絡調整に関する ζ と J. r他施設の教育施
設への転用に摸する ζとJ.r教育施設の営繕工事に関すること」等(第 l条第l項乃至第4項)
である旨を明らかにしているのである。ここに戦前来の文部省地方出張所一一それは上記の如く

たかだか藍轄工事事務，すなわち文部本府の部内事務の地方での処理機関に過ぎないーーとは全

く性格を異にした，教育・文化・学術・体育・宗教の会施設を対象として展開する地方出先機

関が誕生するに歪ったので、ある。

その後，同部は更に発展をとげ省内の一局lζ ‘昇格、する。「教育施設局Jの誕生であるC19

47年6月178政令第88号。文部部内臨時職員設置制一部改正)。改正政令によれば，開局は rl.
教育施設ノ復興及繋備保全ニ関ス jレ事項 2.教育施設ノ立地計画ニ関ス Jレ事項 3.建築営繕ニ関



戦後における文部行政機構の法則と環境に) 7 

スノレ事項 4.教湾施設ノ為其ノ他教育上必要ナル資材ノ確保及割当ニ関スル事項Jを掌るとされ，

所掌事務が大いに拡大するとともに，先述の臨時教育施設部ではまだ明確に所掌事務中に現

われていなかった「資材ノ確保及割当jの文言がはっきりと打ち出されているのである。加

えて留意すべきは局への昇絡に蔀後して，教育施設部(局)には次長制が採用されている点

である 1710 48年4月時点でみると，次長制を採る局部(内部組織)は，学校教育局(後の初等

中等教育局)と開部(局)のみであって， ζれも同部(局)の管F号機構上の位置づけの高さを表

わすものにほかならないのである。

さて以上の如き発展の足どりを経て誕生した(臨時)教育施設局(部)を文部当局は，機構の

「統合強化Jと統制行政の「迅速適確jな処現，い七、かえれば行政の組織的・機能的高度化の進

展という観点から次のように位霞づけているのである。

r 6月17日，教育施設局があらたに文部省に設霞された。 ζれまでの臨時教育施設部と(大臣
官醇一西本)会計課資材班とが統合強化された。官立学校その他の蜜轄各部 (277)で必要とす

る資材(鉄鋼・木材・セメント・燃料・化学薬品・紙・学用品)等の割当は，これまで会計課で

取扱ったが，昭和21年12月20臼(正しくは11月一西本)内務部!令(正しくは内閣語11令一西本)第

10号『指定生産資材割当規程J(正しくは割当手続規程一西本)が発令されて，すべ、ての教育機

関及び本省で必要とする資材の割当を行うことになった。すべての教育機関というのは，官立学

校その他産轄部局 (277)のほか，公私立大学・専門学校，中等学校.00民学校 (38343)で，
戦災学校が2999校ある。そのほかに，神社仏関等の宗教施設約15万，また公民館・博物館等多数

の文化施設も含まれる。そして教育施設に要する資材が，十分かつ円滑に割当配給がなされるの

は，教育上極めて緊急なζとであるので，昭和22年の第一・四半期から，必要な需要量の申請ぞ

各学校から求め，適当に調整の上，経済安定本部に要求し，できるだけ多量の資材を獲得し， ζ

れを更に各学校に適当な慈準量で公平に割当配給するために，またその事務が迅速適確に取り運

ばれるために，今度乙の教育施設局ができた。教育施設局は本省の教育施設局とその地方支部で

編成され，前記の配給割当と企画の仕事を分担する。…一中略……また地方支部ではおのおのそ

の地域の中学校・小学校の割当配給事務を掌るのである。J18) 

さらにこの局に関して注目に値する事実は，文部行政機構中に占めるこの部局の比重の高さで

ある。表3iζ示されるζの局の拡大の足どりは，物資統制行政が事柄の性質上，人員機構の面で

いかに官僚制の把大になじむものであるかを明証して余りあるというべきである。ここからは在

来説かれているが如き，指導効言・サービス機能iζ重点を置いたいわばソフトな文部行政像とい

う我々のイメージとはおよそかけ離れた同省のハードな裏面を垣間見る患いがするのである。

表3によれば，早くも1947年には臨時教育施設部に大阪出張所の人員を加えた定員144は優に

一局の規模iζ達しており，局に換算すると当時最大の規模を有した教科書事局を陵ぐ規模lζ達して

いる乙とがわかる。その比重量は全省の13パーセント以上に及んでいる。しかも資材統制符政の担

当人員は乙れに尽きるわけではなし大臣官房会計課も統制行政のもう一つの核として参画して

いる乙とに罷意すべきである。すなわち同課は.46年3月まで「会計課及資材課jとされていた

ものが，資材課を廃し，同時に資材諜の所掌した統制事務のうち.r物資動員計画ニ関スjレコ卜J.
f物資ノ配給並ニ共同購入ニ関スノレコトJ.r資源ノ回収ニ関スルコト jを吸収・拡大して誕生し
たものである乙とが知られるべきである。(文部省分課規程改正による。同規程第1条第4項第

5乃至7号。実施は46年3月15日から。同規躍の官報掲載は 3丹23日である)。一局の規模を

はるかに援ぐ 226という課としては特巽というべき大きさは，向時i乙省内機構中lζ占める統制行
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重量3 文部本省機構定員の推移(1945-50年j

1945年1)

大臣官房 273 
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l文書課 37 
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注(1) r文部省第73年報昭和初年度Jによる。
(2) r向上第75年報昭和22年度jによる。
(3) I行政機関IC霞かれる織負の定員の設霞又は増加の暫定措鐙等IC関する法律J(昭和23年法律第
247号)第4条iと主基づいて定められた文部省iζ霞かれる雇員等の定員iζ関する省令であって、表
中の他の省令(文部省職員定数規程と称しているようである)も伺様のものである。

( 4) r文部省第76年報昭和23年度jによる。
(5) r向上第77年報昭和24年度』による。
( 6)文部省職員定数規程(省令33号)では本省定数を 1，312人と定めているが、 ζれに出張所 151人
を加えた数字である。

(7) r文部省第78年報昭和25年度』による。
(8 )ドLt19J[I乙は 275とあるが誤りであるo
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政の大きさを物語っているのである。

ついで47年には教育施設局への昇格がなされ，そ乙i乙擁する人員も48年には438人，翌49年lζ

は429人(乙の年がも、わゆる謙虚なる文部省への脱皮・再生のときであることに注意すべきであ

る。けれども指導助言なる非権力的関与を主な内容とする行政手段とそれと一体になって行使せ

らるべきとされた条件整備行政は果して乙の時，幸福なる結びつきを達したのであろうか。それ

はともかく)とはね上がり，機構中に占める比重も30パーセント， 23パーセントという高さを示

すのである。この比重の高さを支えているのは本省人員の数もさる乙とながら，教育施設局地方

出強所の数量である。そこでつぎに地方出先機関に自を向けてみることが必要である。特l乙問題

とせらるべきはその設置位霞及び数量である。 46年10月の臨時教脊施設部支所規程では，臨時教

育線設部札幌支所(正式名称はこれである)以下，仙台・富山・名古麗・広島・徳島・福岡・熊

本の八カ所にそれぞれ地方出先機関が設置されたことはすでに述べた。と ζろがその後， 47年6

月lζ間部の局昇格が行われ，それに伴って地方出先機関も教育施設時(地名)出張所と改称され

るわけであるが，乙の出張所は8出張所ではなく 8出張所4支所1分室まで拡大しているのであ

る。すなわち f臨時建築等制限規則の施行に伴う文部省関係特定部門取扱要領についてJと題す

表4

名 称 設農場所 管 轄 区 城

文部省教育施設局札幌出張所 北海道庁 北海道

間 仙台出張所 東北大学 青森県、岩手県、宮城県、秋問県、山形県、福島県

悶 東京出張所 文部省
東京都、荻城県、群馬県、栃木県、埼玉県、千葉線、神奈

川県、山梨県、新潟県、長野良

間 名古屋出張所 名古屋大学 岐皐l段、愛知娘、静岡県、三重県、富山県、石川良

同 大阪出張所 大阪大学
滋賀県、京都府、大級街、兵庫県、奈良県、和歌山県、福

井康

間 広島出張所 広島文理大 鳥取県、鳥根療、間山泉、広島原、山口県

同 高松出張所 高松経等 徳島県、香川県、愛媛県、高知県

同 福岡出張所 九州大学
福岡県、佐賀県、長崎県、熊本媛、大分娘、宮崎県、鹿児

島県

同
名古侵出張所

富山高校 E富山県、石川県
富山支所

同
高松出張所

徳島県庁 徳島祭
徳島支所

同
福縄出張所

熊本医大 熊本県、鹿児島県、宮崎県
熊本支所

同
福岡出張所

長崎医大 長崎県
長締支所

(備考)広島出張所については当分の関岡山医大内に分室を讃き主たる事務を取扱わせる。

9 
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る通達(昭和22年6月14日，発施策24号)によれば，出張所等の設置位置・名称及び智轄区域は

表4となっているのである 19)。

ここに見られる如く文部省の地方出先機関(乙の呼称は今日の通称であって正確には憲法施行

以前は f特別地方官庁』と称すべきである O 行政官庁法第12条。昭和22年法律第69号)の拡大現

象はたんに物資統制行政の現実的必要性の強さに根拠しているのみならず，他面，そ乙で注意す

べきは， ζの拡大・膨張の過程が徹頭徹毘，宮僚主義的拡張の論理に賞ぬかれていることである

(ちなみに8支所が8出張所4支所1分室に拡張する法令的根拠は存しない。乙 ζではもはや法

治主義は別世界であって， ζ乙lζ行政権優位・法治主義形骸イとの符政組織的表現たる官僚制肥大

の一局面がみられる)。乙の間には， 乙と文部省のみならず，一般につぎの如き事情が介在して

いたのであるG この時期は，やがて憲法と同時に施行される地方自治法による閣と地方を通ずる

統治機嫌の大きな改変が予定されていたのであるが，乙の改変を目前にして，国の各省が競って

とった態度はし、わゆる地方出先機関の濫設であったのである。公選知事のまわりをいわば各省出

先機関が取り臨む形で，早くも生まれたての地方自治制の形骸化lζ上記の櫨設が大いなる役割を果

たした乙とは今日常識に濡しよう。さればζの時期の出先機関の駆込み的j監設ーさきの行政官庁

法第13条は憲法・地方自治法施行後においては出先機関設置は法律によるべき旨を定めているか

ら設鐙は勢い駆込み的様相を呈する一ーにたいして地方自治法の立案にあたった地方制度調査

会が強い警告を発しさるをえなかった事実は，自の各省行政官僚制の権限拡張主義的、抵抗、の

根強さを物語っているのである 20)。そうした点からいえば，文部省地方出張所とてその桝外では

ありえず，いなむしろ戦前来から，文部符放機構の安定・強化にとってフーロック別の出先機関の

設置が宿願であった同省にとっては，乙の拡大は官僚的抵抗以上の意味合さえ有していたという

べきであろう。

さて表41ζもどっていまーっつけ加える必要があると思うのは，表lζは示されていないけれど

も， 8出張所等のほかに，各都道府県毎に 1名づっ， 46名の「地方駐在員jが設置されている事

実である。行政調査部機構部の1947年9月の調査21)によれば，文部省の出先機関として数えられ

ているのは， r教湾施設島出張所J8つ(実は8つでないことは前述のとうりである)， r文部省
出張所J(大阪出張所を指すものと思われる一一西本。後述する) 1つ， r地方駐在員J46名で
ある。乙の駐在員については人員数がはっきりしているのみで実態は審らかでない22)。ただζれが

各府県に直接配置されている点は，いわゆるブロック別設置を基本とする出先機関の設置によっ

てもなお尽せない統制行政上のある種の必要性を物語っていて興味をひくのである O

最後にいま触れた大阪出張所についても一宮を要しよう。実は乙の出張所の沿革・性格もはっ

きりしない面が多いのであるが，他のフ守ロック別出張所とは異なり，たんに物質統制上の便主主か

らのみ設置されたものでなく，別の意味あいを有しているよう命である。その理由は以下のこつで

ある。一つは乙の大阪出張所はその沿革上，臨時教育施設部支所の設置 (46年10丹1日)よりも

以前に設寵されている点 (46年7月頃か)23)である。もう一つは，当時の f臼本教育新開Jが次

の如しこの出張所が大阪ないし近畿地方の特殊な行政上の事情によって設けられたと解設して

いる乙とである。

「文部省では教青に関する諸施策の周知徹践と戦災教育施設の援興及び謹181ζ関してその促進

を図るために，又一"71ζは近畿地方行政事務局24)からの切実な要望をも受入れて，大飯府庁内iζ

文部省の出張所を設けることとし，近日中iζ事務を開始する事になった。同所は近畿地方行政事

務局(近畿南北地区の学校集盟の区域を含む)の区域をその管轄範囲としている。初代所長は前
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文部省学校教湾問師範教育課長久保田藤磨氏である。J25) 

さて以上の如くして，文部行政と戦後の物資統制行政の出会いは物資の割当・配給という限ら

れた行政局面ではあるけれど，地方ブロック毎に置かれた莫大な出先機関を介して，曲りなりに

も中央・文部省から都道府県・市町村・各学校までを一貫して一つの統ーした行政体系へ編入す

るζとを可能にしたと評すべきであろう。その意味で，またその限りで戦後統制行政は文部行政

に新生語を切り開いたといえるのである。その後，統制行政は日本経済が擾興するにつれて縮少

してし、く O 文部行政においては1950年 4月を境に教育施設部出張所が廃止されたことがその機構

上の表現である(昭和25年法律第16号，文部省設護法の一部を改正する法律)。

けれども，統制行政からの文部行政のいわば‘撤収、は，それまでに中央・文部省と地方の聞

に形成・定義してきた，上来述べ来った如き，一つの統ーした行政体系の変容を何ら意味するも

のではないζとに住意すべきである。

さきに引用した，教育施設部出強所の廃止を論難した文部当局が，間出張所廃止後の措量につ

いて，次のように述べているなどはその一例証にほかならないのである。

「廃止した以上，それが時期尚早であったら，それを補うだけの措置を講ずべきである。その

ためには二つの点で考慮する必要がある。第ーは，指定生産おび指定艶給の物資が，文部省関係

だけでもなお数十種残っている。それらの業務は，今後文部省に全部引き上げ，都道府県教育委

員会を下部組織として運営されなければならない(傍点は西本)。鵠係者が従来以上に迷惑がら

ないように，手配を完ぺきにする必要がある O それには本省教育施設部の整備である O 資材関係

業務は，従来学用品諜と資材課で取り扱っていたが，これを統一的に取り扱って，相互連関ある

にかかわらず，二途に出ていたのをまとめて，手間の重複を避け，能率の向上安図るがよい。他

方，ますます拡充されなければならない学校給食関係の資材あっせん(割当・配給でなしにあっ

せんであることに注意すべし。傍点は西本)は，外国からの輸入物資の関係もあり，別の一課を

設けてもよいと思う。考慮すべき第二点は，直営工事関係の業務震が従来よりも増してきたのに

出張所が廃止され，技術関係官が減員されず，そのまま全部本省詰となることになると，これは

地方庁にまかせる乙とはできないので，一々本省員の出張を要する ζととなり，経費関係からも

事務能率が低下する ζと前述のとうりである。したがって，乙れを補うなんらかの措置が必要な

乙とは当然である。そのためには二つの方法が考えうる。一つはi日制の総合国立大学に広島大学

を加えると，だいたい(京都を除き)いままでの出積所所在地と一致するから，これらの大学の

施設課に新しい権限を加えて，本省技術官を増派し，各ブロックどとの直営工事事務を行わしめ

る案，第二は乙れらの大学所在地または従来の出張所所在地に現場の仮事務所のごときものを畏

宜上つくって，本省員をそζに詰めさせ(出張の形式でなく常駐の形式で)，ζれに当らせる方

法である O 第一の方法は，明治の始めにあったブロック別の大学区制復活のにおいがあって，影

響がきわめて大きいので，文部省では後者をとる ζとにした。 ζれにより出張所のあった当時と

変らない能率を上げる ζとができるであろう。J26) 

元来「事務の実情J21lによって設置された教育施設部・同出張所(文部省訓令すなわち大臣裁

定という設震の法令形式がそれを示す)が，たえざる拡大・膨張の衝動につき動かされているだ

ろう乙とは「事務の実情J~乙疎い我々にも想像に難くないと ζ ろであるし，また演にその獲関は

拡大・膨張の過程であったことも上来検討してきたとうりである。けれども上記一文が興味深い

のは，物資統制に伴う地方(といってもこの場合は都道府県教委である)への割当・助成・あっ

せん・指導等の機隈をもってする国と地方の両行政機関の関係が，出先機関の廃止を境に，一気

11 
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lζ上級・下級の，いいかえれば都道府県教委を「下部組織として運営jする関係にいとも容易に

変転されている乙とであろう O たしかに出先機関廃止の一年前に成立した文部省設置法では，法

の建前上からいえば，文部省は法律等l乙5:lIJ段の定めがある場合を除いて，地方の自治的行政機関

にたいして「行政上及び運営上の監督を行わないものとするJ(第5条第2項)旨，規定している。

けれども ζ乙でみるべきはそうした法規範上の原射の問題ではなしに，むしろそうした原則の存

在にもかかわらず，出先機関の廃止後は都道府県教委28)を実体として「下部組織Jとして物資統

制事務を行わざるをえないし，またそうすることに何らのためらいも示していないという問題で

ある。乙こでは法はむしろ、現象、であり， r事務の実情jこそ、本盤、であり、実体、であるか
の如き転倒的事態が現われているというべきである 29)。

さらにもう一つ上記一文で留意せらるべきは，臨時物資需給調整法が字義どうり不足する物資

の「配給調整jであり「利用調整」であるか否かの法律的詮索はひとまず措くとして，それに慈

づく文部省の権限範囲はひとたび「事務の実情」の次元において ζれをみたばあい，著しい拡大

を意味するという点である。それを端的に示すのが上記一文ゅの fあっせん」である orあっせ
んjの権限は，臨時物資需給調整法と罰法に基づくいくつかの手続法中には見出すことのでき

ない権担である。にもかかわらず物資統艇行政の「事務の実情jからは乙うした「権臨Jが生れ

出てくるわけであり，こうした点にこそ行政実態が逆に実体的「権眼jを招来するという関係が

よく示されているというべきであろう。しかも乙の論者によれば fあっせん業務」は今後円、っ

そう必嬰性を増すjとせられていた乙とも上記一文の続く前の引用部分で明らかなとうりである。

加えて興味ぶかいことは，こうして一方で文部省の物資統制に伴う権力的権担が縮少されるに

つれて，他方では，その受け手(都道府教委)の側に物資統制行政の一部が見かけ上「分権化jせ

られ，移譲される現象を生みだすと同時に，文部省ではこんどはその移譲された事務を指導・助

るという非権力的関与の領域が広がるという関係を生むことである。 ζの論者の例示した

f学校給食関係の資材あっせん」を剖にとれば， 1950年4月を墳とする物資統制行政からの、撤

収、はまず教育委員会法上に変化をもたらす。すなわち，同法第50条に「都道府県委員会は前条

各号に掲げる事務(市町村教委と共通の教育事務一西本)を行う(以下略西本>OJとあったの

が「教育委員会の権現に属する事務のうち， :b:1乙掲げるものは，都道府県委員会のみが，これを

行う。Jと改められ，同条第5号として「都道府県内の学校の学校給食に関する金磁並びに学校

給食のための配給物資の管理及び利用に関する ζとJが加えられたのである(昭和25年5月10日

法律第 168号による教育委員会法の一部改正)。 ζれに呼応して，同月2581ζは，文部省組織規

程の一部が改正され(文部省令第18号)，従来資材課(断わるまでもなく管理問教育施設部の内

部組織である)の事務として掲げられていた r1. 臨時建築制限規則(正確には臨時建築等制臨
規制，昭和22年2月8日関令筑6号であって，これが臨時物資需給調整法第1条第1項に基づ

くものである乙とは既にのベた一西本)の施行に鴎し，文部省に割当てられた建築資材の移管

に関する事務を処理する乙と. 2. 関係局諜と連絡して，左に掲げる資材及び物資lζ関し，需要

援を取りまとめ，苦言j当，配分を行い，又は入手のあっ旋をする等の事務を処理すること，イ~ホ

(略)へ，学校給食用物資jとされていた(第40条)のを削除し，資材諜を「学校給食課」と政

め(第34条).第40条として新たに「学校給食課においては，左の事務を掌る。1. 学校給食に

関し，指導と援助を与える ζと。 2. 略。 3. 関係局諜と連絡して，学校給食用物資に関し需要

最を取りまとめ，割当・配分を行い，又は入手のあっ旋をする等の事務を処理すること。 4. 略。

5. 乙の諜の所掌事務lζ関し，教育委員会その他の求めに応じ，誼接専門的，技術的な援助を与
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える ζとo 6. 7. 略Jが規定されたのである。

つまりは給食事務の「分権化J，乙伴う文部省の権限行使が「取りまとめ，割当・配分・あっ旋J

を中心とするものから.r指導・援助Jを中心とするあり方へ現象的には転換しているわけであ
るO けれどもこの乙とは，文部省の学校給食事務への鵠与の程度そいささかも減ずるものでない

ζともまた自明であるというべきである。また「分権化Jせられたとはいってもそれはたかだか

現象的に給食事務が都道府県教委に移譲せられたことを意味するにすぎないというべきである O

というのはそ乙に以下の如き事情が介在するからにほかならない。すなわち，教委法第50条をみ

るかぎり，給食事務が「分権化J・国体事務化された如くみえるし，毒事実第50条第5号の給食事

務は ζの時点、 (50年5月)では都道府県教委が専ら処理すべき団体事務と解する余地がないでは

ない。けれどもやや下って1952年に明示される地方自治法別表第三(のこのー)によれば，教委

法第50条第5号の給食事務はすべて機関委任事務とされている乙とが判明するのである。

ここにみられる関係は，機関委任事務中には，それがもともと思が直接，出先機関を設けて，

それを介して直轄行政として行ってきたもののうち，そのような行政処理が何らかの理由によっ

て維持できなくなるか，またはその必要が減衰するにつれて，いわば当該事務の形式的・務象的

「分権化J 事務の移譲が生じ，そのかぎりで間体事務化するかにみえた当該事務をなお機関委

任事務とし留保しつづ、ける方式のものが存在する，という乙とを物語っているのである O しかも

通常，機関委任事務の処理lζ付髄する留の指揮監督の他に，機関委任事務を対象として行なわれ

る指導・助言・援助等のいわゆる非権力的関与がそこに付加・加重されていくことが知られるべ

きである O

13 

以上の如くみてくると，教委法の成立に端的に表現される戦後教育行政の「分権化jの内実

ははなはだ心許ないものと評ざるを得ないのである。しかもこの危さは，在来流布せられている

如く，いわゆる、逆コース的潮流、によってもたらされたものであるとするのは一面的であって，

むしろ本質的レベルの官僚制民主化の見地からすれば，教育委員会制度の実施を含む戦後教育行

政改革自体が，上来述べ来った如き，分権的姿態をとった行政的集権制に早晩行きつくであろう ζ

とは，そもそも改革の「原理jそのもののたて方のうちに，またその「原理Jの実施過樫そのもの

のうちにすでに腔胎せられたと理解しなけれは、なるまい。

さて以上の如き物資統制行政とその処理体制の検討が示しているのは，華やかな文部省改革論

議のいわば舞台裏で進展した戦後文部行政の新展開であり，実態であり，それらを法制面で支え

た基礎である。物資統制行政の終鴬とともにやがて文部行政は，その根拠法たる文部省設置法l乙

総括され，その中i乙法律的表現を得ることになる。したがって，すでに上来述べてきた如く，新

生文部省を根拠づけた同省設置法は，実はそれ以前の文部行政の実態と全く無関係に創られたも

のではなく，かえってむしろ戦後文部行政のそれまでの実体的展開を法制的に定着させた商があ

るζとを無視することは許されないというべきであろう。この点は後にもう一度述べる必要があ

ろうけれど，そのことをより明確にしておくためには，今度は物資統制行政から離れて他の行政

領域に自を転じ，そ乙lζ生起した戦後文部行政の新展開を洗い出し，フォローしておくことがい

ましばらく必要であると思われる。以下では節を改めて乙の新展開を明らかにしたいと思うので

ある。

(3) 内務省等の解体!こ伴う行政事務の所管替えと文部行政の改変

ここでは内務省の解体に伴って生じた，旧来の行政事務の所管替えがどう行なわれ，また所管〉
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替えに際して旧来の行政事務に付与された新しい意味あいが何であり，それらが戦後文部行政に

如何なる改変をもたらしたかを検討しようと患う。

1)出綴・著作権行政の所管替え

憲法・地方自治法施行に伴ってi日来，内務省が所管した権限の廃止・移替の様子は概ね次のよ

うである30)。

1. 知事以下地方官の任免その他人事に関する権担

(1) 知事の任免懲戒に罰する縫製一一知事公選の結果廃止され，単に弾劾裁判所に訴追する

権臨があるのみとなった。

(2) 地方宮庁の二級官進退懲戒に関する権限一一乙れらの者が公吏となったので府県知事の

権限となった。

2. 市町村長等の人事に関する権限

(1) 市長の選任退職の認E否権一一廃止

(2) 市町村長その他の職員に対する解職権一一廃止

(3) 懲戒審査委員会の任命権一一廃止

3. 知事に対する指揮監督権

(1) 公共語体の長としての知事に対する一般的監督権一一廃止

(2) 国の機関としての知事に対する一般的指揮監督権一一廃止

4. 地方団体の菌有事務lζ関する権限

(1) 一般的監督権一一廃止

(2) 法律命令に違反し又は公益を害せざるやの監視権一一廃止

(3) 命令を発し処分をなす権娘一一廃止

(4) 府県会市町村会の解散権一一廃止

(5) 代議決，代執行，強制予算等の権限一一廃止

(6) 訴顕裁決機一一廃止

(7) 議決文は選挙の取治権一一廃止

5. 地方制度上の許可権

(1) 条例む制定改縫l乙関する許可権一一法律lζ定めある特定の条例に限定された。

(2) 更正許可権一一廃止

6. 舟務省の有していた権離で他iζ移管したもの

(1) 北海道における林野に関する権限一一農林省に移管

(2) 出版，著作権lζ関する権限一一文部省に移管

7. 地方行政事務崩ー斗発止

ζの整理によれば，地方行政に係わって内務省が保持していた権限のうち，ほとんどのものが

廃止せられたζとがわかるのである。けれどもそうした中で異彩を放つのが r6. 内務省の有し
ていた権離で他に移管したものjのニ権娘である。乙の二つは廃止されることもなく，また地方

公共団体の権限となることもなく，国の事務として残存したのである。乙のうち問題となるのは

文部省に移管された「出版・著作権に関する権限」である。そ乙で乙の権隈がどのような経緯会

経て，またどのような意味づけで文部省の所管するところとなったのか，がつぎの問題である。
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出版・著作権行政に係る法制は概ね以下の如き経過を辿って戦後に至っている。①戦前におけ

る出版法制の噴矢は明治2年1月の行政官逮，時 5月の行政官達，及び 5年の文部省布達

「出版条例J，ζ求められ，その後明治 8年 9月の太政宮布告第 135号「出販法Jによって，
出版行政が文部省から内務省へ移管された後，明治26年法律第15号「出版法Jの成立をもって，

戦前の言論・出額・表現の現出の抑圧法制の基本型の成立，すなわち出版警察法制の成立をみる

のである 31)。戦前社会において出競(新聞紙と法上称される新聞・雑誌を含む)に関する行政活

動とは表現の自由の禁圧をその本質としたことが承知せらるべきである。⑨敗戦・占領後は乙う

した抑圧法制は到底許さるべきはずはなく，昭和20年10月4臼のGHQ指令「政治的・公民的・

宗教的自由に対する制限の撤廃に関する覚饗」の発表を機lζ，特高警察の廃止・山崎厳内相以下

警察首麟部の追放が行われるとともに，政治聾察法制・機構の解体が進む 00月13日勅令第568

号 f国訪保安法廃止等ニ関スル件J.問15臼勅令第575号『治安維持法麗止等ノ件Jなどのいわ

ゆるポツダム刺令の形式を採った一連の措置が乙れである)。けれどもζれら措置はなお戦時体制・

決戦法制の応急的解体の域に止ったものが多く，出版法・新聞紙法(明治42年5月6B法律第41

号)を中核とした戦前社会のいわば常態化した抑圧法制そのものの廃止には至っていない。それ

は例えばさきの「罷防保安法廃止等ニ関スル件Jでは，わずかに出版法等による表現の自由の競

制・掠庄を戦時期において特別に強めた「言論・出版・集会・結社等臨時取締法Jだけを廃止す
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るにとどまっている乙とに現われているというべきである。③したがって，出版法・新聞紙法の法

制上の‘死亡賞告、ははるかに遅れ，昭和24年に宝ってようやく廃止されるのであるcr出版法及び
新関紙法を廃止する法律J5丹24日法律第95号)。④けれども以上の乙とは抑圧体制の法制面の問

題であって，さきの覚書発表以来，出板法等による抑圧体制jも内務省においてそれを祖う検閲関係

の局諜の擁止につれて実質的に崩壊・変転していくのであって， ζζで問題にしようとする出版

・著作権行政の所管替えもそうした過程のーコマなのである。そとで内務省の出版・著作権行政

(それはのちに述べる如く，たんに便宜上強べて通称される以上に再者は密接である)の推移を

いま少し詳しく検討する必要がある。

いまかりに昭和11年の内務省機構を例にとりあげると，出版・著作権行政を所管する響保局

の編成は芸書記章・警務課・保安課(庶務係・文書係・右翼係・労働農民係・左翼係・内鮮係・外

事係).図書課(庶務係・著作権出版権驚録係・検鴎係・金調係・納本係・保安係・調査室)とな

っており，機構上，出版・著作権行政が検閲行政と一体に処理されている乙とがわかる 32)。また

後述する関書館行政の一部たる納本事務も医書館行政としてではなく出版検問と一体lζ行なわれ

ていることが理解されよう。乙うした出版警察の機構はGHQ覚欝を機に廃止されていく。すな

わち1945年10月13日の検閲係(国書課は1940年四月 6臼に検閲課と改称され，当該行政の性格

を名称上も明らさまに輔明する)の廃止がそれである。乙れによって検閲・出板権著作権登録と

いう一つながりの行政事務のうちからとりあえず検関が叡り除かれ，出版・著作権に関する行政

が出版権・著作権の保護を目的とした行政として再出発する地盤が一応は出来ったのである。乙

うして検問行政の解体によって出版・著作権行政は内務省から切り離され，再び文部省の所管す

ると乙ろとなるのである。すなわち.47年6月10日の内務省官制の一部改正がそれである(政令

第39号)。乙の改正は内務省官制第 l条に規定する同省の権現から「出版，著作権JIζ関する事務，

を前り，それを文部省に移管する旨規定しているのである(改正政令第2条，文部省官制の一部

を次のように改正する。第 l条中『学芸及宗教』を f学芸，宗教，出販及著作権JI乙改める。乙

れj照応する文部省内の担当局課は社会教育局文化課であるお))。
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以上の移管の経過からはし、くつかの間題が指摘されるべきであろう。①乙の経過から知られる

べきは出販・著作権行政の文部省移管・文部行政への専管化は全く内務行政の現実的解体という

「事務の実情Jによるのであって，そ乙には若干の行政的沿幕以外のし、かなる行政理念の存在も

見出すことができないという点である O ②したがって出版・著作権行政はたしかに内務行政の専

らする出版警察体系から解放される乙とになったけれども，そのことはただちに出版権・著作権

の保護を第一義的理念、とする行政へと単純に転換したものとみなすべきではないのである。その

ことはこの時期に文部省に移管された同行政の根拠法たる著作権法(し、わゆる18著作権法。明治

32年3月48 法律第39号)が出版権・著作権保護の法律としてははなはだ不十分なものであっ

たという文化庁の指摘に明らかというべきである。例えば文化庁『著作権法ハンドブック~C1948

年版)は次の如く指摘しているのである O

rl8著作権法は，水野錬太郎博士(1868-1949.内相・文相・貴族院議員)が立案したもので，

制定当時はすぐれた法律であるとして世界の各閣から注目されたものの，時代の進展に伴い古色

蒼然たるものとなっていました。制定以来，著作物の利用の手段の発達や条約の改正などに応じ

て数度にわたって部分的な改正が行われましたが，実質的な改正は昭和9年以来行われていない

ために，著作物利用の実態にあわない面がみられるとともに，閤際水準からいっても立ち遅れた

ものとなっていたわけです。~ (5ページ)

③したがって乙の時期，出版・著作権行政の所管替えが行なわれたζとは，師らかの意味での

新しい行政理念を背景とした毘行政の再出発を意味しないとすれば，それはむしろ文部行政の範

域拡大に専ら役立ったというべきであろう O ④けれども移管の経緯がどのようなものであれ，ま

た芝生該行政がどんな行政理念、でもってすすめられるか，すなわち出版・著作権行政が真正に民主

的文化的行政理念に裏打ちされたものか否かは行政官僚制にとっては第二義的問題でしかない乙

ともまた想像に難くないというべきである。やがて改革に暴される文部行政にとっての当面の問

題は「教育・学術・文化Jという三位一体で言い馴わされた行政事務の範域を可能なかぎり拡大

しておく乙とが必要なのである。それは往々，拡大した I事務の実情Jなるものが各省改革に際

して守18的態度から発する改革への抵抗的要因として作用するからにほかならなし、からである O

③乙の‘想像、はしかしたんなる櫨測ではないのであって，事実後l乙述べようとする図書館行政

の改革鵠題にあっては，文部省及びそれに速なる関書館界の一部の指導的人々が，国立国会関書

館の設立に反対し，国立の中央盟書館構想に執着しつづける動きをみせるが，その背景には，当

初の菌立国会国書館が全国の納本事務のみならず，著作権登録事務をも所管するものとして構想

されていた事情がそ乙に介在していたためであるという ζとなどは，乙の‘想像、を支持する有

力な材料の一つなのである。

2 )図書鍍行政一一納本と養成

国立盤会臨書館法(昭和23年2月9日法律第5号)の制定前夜において，文部省とその潤辺の

図警舘界が，同法による議会盟書舘(それは向時lζ菌立図芸書館としての性格を併せもつ)に民対

した事実があった ζとは，前稿の終りにおける，堀真琴労農党議員の証言によってすでに明らか

にされたところである O 乙ζでは上記の著作権事務の所管替えの問題とのからみで，内務省解体

後の措置と関連させつつ，図書館行政のうち納本制度と図書館織員養成制度に焦点を絞って，乙

の面で看取される文部行政の抵抗と範域拡大の論理を整理したく思う O

内務省解体前までの帝調関番館への新刊出版物の納本は，内務省の検閲当局から「回付」され

る制度になっていた。乙の点は，前述の出版統制行政と出販・著作権登録事務が一体となってい
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たのと同様であって，図書納本はいわば出版検開制に従属していたといいうるのである。 ζの制

度は明治8年以降，敗戦lζ至るまで基本的に変る乙となく継続する 34)。乙の制度の出発時点でそ

の様子をみてみるとつぎのようである。

「三部ノ納本ハ，本間受付ヨリ護籍係，之ヲ受ケ，牒簿ニ登記シテ検斎掛ニ付シ，検査済ミ，

本局収置ノ一部書名小口苦手ヲ為シ，番号並ニ部類ヲ記名シ，各部門ノ蓄額ニ収入シ，外二部ノ、毎月

定臼ヲ設ケ，目録ヲ添へ，史官及東京書籍館へ回付スへ、ン，若シ書名上，著訳書氏名ナキカ，或

ハ出販可B，出版人氏名記刻ナキ等，条例ニ遼フモノハ，改刻シ，盟ニ納本スヘキ附雪量シテ還付

スヘシoJ (明治8年 9月15日，内務省准刻局庶務順序規程第12条35)) 
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以上の納本借jは前述のとうり， 1945年10月のGHQ指令まで，つまりは内務省検問機構の実体

的・機能的解体までつづくわけであるが， ζれに対して文部省は「出版サレマス関委ガ納本サレ

ナクナル心配ガアJるとして， I之ニ対シマシテ此ノ納本制度ヲ是非続ケテ行キタイト考へマシ

テ，目下関係各方面トモ折衝シテ梢々其ノ点、ニ付マシテ具体的ナ案ヲ作ッテ，目下詳細ナノレ検討ヲ

遂ゲテ宿jレノデア 1)マスJ36)という方針を明らかにしている。つまりは検問制廃止，すすんで内

務省そのものの解体を見越した，出版・納本行政の文部行政への編入(再編入!)による納本

制度の維持という方針である。そしてあたかもこれに呼応するが知く， I関係各方面Jの一つで

ある， I日本関書館協会Jは次のような出版体制の改変構想を文部省に迫っていたのである。例

えば「わが国図書舘関係者が長年夢見てきたことが，大関l乙示されているJIスケールの大きい改

革計画jと評されている37)r図書舘法規に規定さるべき事項J(昭和21年6月25日)は次の構想を
示している。

I(第 1章総¥'IIJ) 4. 国立中央図書館 文部大臣は左記職能をもっ国立中央図書館を設置する乙

と。1. 略。 2. 国内出版物の登録をなしその納本所たると共に図書文化研究所の機能をもつこ

とム I(第3主主 国立中央図書館) 6. 出版登録・納本所 1‘ 略。 2. 政府l乙於てはf.JlHζ出版

納本iζ関する法令を公布すξことJ38) 

以上の如き，文部省とその周辺の動きとは関に，新憲法施行を前にして，国会議員を中心にし

て，議会密書館設立の動きが存在し，結論的に雷えば，間会サイドの議会臨書館立法が先行する

中で，上記のような文部省等の構想は遺え去ることになるのである。すなわち，国会法(昭和22

年4月28司法律第79号)及び国会図書館法(同年間日，法律第84号)の公布である。前者は「議

員の調査研究iζ資するため，国会lζ悶会図書舘を置く J旨を明らかにし(第130条第 1項)，後者

はその内部組織等の基本的定めをなしているつ

乙の二法律はやがて成立する国立国会国書館法の前身として，明治30年以来の帝国間書舘(但

し名称は昭和22年12月4日iζ 『国立図書館jと改称されている。政令第 254号)の廃止・合併，著

作権登録事務の所管，総合目録(ユニオン・カタログーζれは国際的通有力をもっ)の作成，国際

的図書交換業務等の国立図書館としての機能をその構想中に睦胎するものとして成立したことは39)

前記の文部省サイドの構想とは鋭い対立をなすものであった。 ζのこ法律の公布以降，どのよう

な対立的局面を経て，一方で鴎立国会国書館法が，他方ではいわゆる「公共図書館法Jと称せら

れた「密警館法J(昭和25年 4月30B法律第 118号)が成立していくのか，現在のところ筆者は

その間の事情を詳らかにしえなし、。けれども筆者は，上にのべてきたいわば f事務の実情jの要

請から発する著作権登録・納本事務の所管をめぐる文部省サイドの「理念なき抵抗Jの足跡のー

っとしてその対立の中身を理解する必要があろうと患う 40)。

さてこうした対立は留立国会図書館法の成立をもって一つの結論に達することになる。すなわ
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ち国立圏会図書館は国立中央図書館としての大部分の機能を保持する一方，その構想中にあった

著作権登録事務は所管せず， ζれを前述の如く，文部省所管のままとし，他方文部省の臨轄図警

館であった国立摺書館は昭和24年4月1Bまでに「盟立盟会図書館支部上野図番館jとして吸収

され，やがて「できるだけ速かに，東京都i乙移管Jされることとされたのである(菌立国会図警

舘法第22条)。

ζうして図書館行政の所管をめぐっての対立はいわば内務省解体後の残余事務の争奪という側

面と，同時にそうした対立・争奪の中から生まれ出てきた新生の戦後掴著書館の理念の磯立の過程

という側面をあわせもっていたのである41)。

次に以上の中央図書館制度をめぐる対立に比べて，さほどの争いもなく「事務の実情Jの要請

から，文部省所管へとすんなりと決められたものに阻害書館職員の養成問題がある。

図書館織員の専門的養成制度の樹立の要請は速く明治39年の帝国園書舘新築落成i乙際して関か

れた日本文庫協会主催の全国国書館大会での建議「陸書館事項講習会会文部省の事業と為すの

件jにまで遡るといわれるが42) その後，戦前期いくつかの変遷をみながら，基本的には養成制

度に積極的でない文部当局そむしろ関書館界の人びとがその整備を督励しながら，職員の専門的

養成を手がけてきたのが実情である。臨書館職員の養成事業は，敗戦によってその事業が一時的

に中断するまでは，文部省が若干の条件繋備的便貰を留るほかは，図書館界のいわば社会事業的

色彩の濃いものとして控室関してきたといえるであろう 4310

したがって敗戦を経て，同事業の再建にとりかかった帝国密書館(とくにその長である関田

溢)が，乙の養成を行う「講習所は帝思図饗館の鮒緩として設立し，会く文部省から離す方が，

その運営並びに実務l乙於て効果があると考え44)Jたのは当然の成行というべきで，戦後の再建さ

れた養成事業は fかくて，向(昭和)22年4月，帝国図書館前属図書館織員養成所として発起す

るζとになり，学生を募集し，翌5月15日入学式を挙げた45)Jのである。

けれども ζ乙で控呂すべきは，調立E遺書館としての大部分の機能が摺立国会図書館の所管する

とζろとなり，あまつさえ著作権登録事務すら，同図書館所管とするといった罷会サイドの構想

に接するに及んで，中央・地方の闘書舘を文部省の行政的一元的統轄下l乙総み込もうとするいわ

ゆる f国立中央図書館街IJJ構想は，上来述べ来ったような事情によって，後退せざるを得なくな

ってくるわけであって，そうした趨勢におそらくは促追されたのであろう，文部省は前記の帝国

図書館附腐のE遺書館職員養成所を，持館からさり離し，急拠文部省所管としてしまったのである。

すなわち，昭和23年4月1Bをもって，手伝閤悶警舘(改称して国立臨書館)が国立国会図書館

の支部上野悶著書館として吸収される時点で，帝菌(国立)~望書館から，織員養成所~引き離し，

一一樹属のままだと組織法上は国立国会E話番館の所管になってしまう一一文部省所管の養成所と

したのである(昭和23年6月31B.文部省令第20考)。

乙乙でも何が真正に軽自書館職員の専門的養成iζ適う制度であるかといった，いわば、高尚な、

理念論議とは全く次元を異にした「事務の実情jから発する文部行政の範域拡張の理論が看取さ

れるというべきである。

i~ 

1)可波実「経済統号越の回厳と展望-::Eとして法令的角度から-J cr法律終報J23巻11号)は，臨時物資需
給調整法を評して「…ー飽家総動員法IC.基く関係諸統制法令の失効，臨持物資需給調整法の施行を機と

して，少くとも法鋭的には，わが国の戦後経済の安定竣びに復興対策は漸く本格化の体制整備の緒につ
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いたものといい得るであろうJ(16頁)と述べている。また経済企甑庁戦後経済史編纂2短編『戦後経済

史(経済安定本部史).1(1964年)も，同法が「戦時中の密家総動員法並びにこれにもとづく物資統治j令，

企業許可令書事の失効にともない，戦後統制経済の根拠法規になったJ(19};;むと述べ，向様の評価であ

る。

2)金沢良雄「経済統税法の基本原理Jcr霞家学会雑誌.163巻5号)19資。
3)金沢・前掲論文20賞。

4)但し同条項iという f鮒表二Jすなわち各省主務大臣の分担・管還する「産業又は物資の需要部門J)JIJ 

の主務官庁・主務大陸の一覧表は，やや遅れて昭和22年7foJ12日に変って定められた。

5)例えば代表的論者として阿部重考を挙げるζとができる。 f教育改革論.1C昭和12年)の中で，阿部は次

の如く文部行政の系統上の不備を論じている。

f教育行政機構の改築も亦学制改革の一つの着眼点となる。現在の文部省は地方iと痘援の手足をもた

ない。境衛Hζ於ても形式的には英系統が備はっているが，実質的には，府県には文部行政と名づくべき

ものは存在しない。地方長官は教育事務に就いては文部大陸の指揮命令を受けるζとになっているが，

地方長官任免の実擦が内務大臣の手iとある関係から，文部大臣の命令杭必ずしも敏速適切に行はれるとは

限らない。又潟県にあって複緩教育の撃を掌る学務部長の地位が，内務系統lζ属しi而も多くは教育iζ関

する学識経験K乏しい警記留に依って占められている関係から，折角学務部を貫いても，その独特の機

能を発揮し得ない現状にある。かくては文部行政の徹底は， ~J底之を望むζ とが出来な L、。J(17糞)乙

うした認識に立って侭部は次のような改革を提起する。

「乙の点に関して興味あるものは明治五年の f学制jが採用した大学区の昔話度である。全国を数区lζ

分ち，区毎iζ地方教育局を霞き，文部大臣護濡の長官をして管下の指導監督iζ当らしむるζとは，今日

iζ於ても最も望ましし、月号である。特iζζの長官K人撃に関する一定の権能を与へ，教員のff免K掬する

地方長宮専断の弊をため，教員をしてその地位に安んぜしむることは目下の急務である。J(間前)

ζの阿部の文部行政改革の処方薬が戦前社会の改革案として妥当なものであるかどうかは，別の検討

を要しよう。けれども，乙 ζで指摘しておいていいのは，上記の阿部の論浬は，戦後の比較的初期iζ現

われる問中耕太郎からの f教権独立j論から発する「大学区j制論にほとんど踏襲されている乙と，お

よび阿部の案にたいしては当時においでさえ， r阿部のもっともよさ理解者の一人J(平原春好『阿部議
孝著作集J第6巻「解説J477資。 1983年日本図書センター)であったといわれる留隠清男の鋭い批判

があり，その批判の婆点がほかでもなく，阿部の案は「行政的統治j主義Jを招来するとした点にあった

ことである。

戦後初期の「大学区j制論からはじまって， 1949年文部省設鐙法において一応の完結をみる戦後教育

行政改恵が実は形を変えた阿部の改革案であり，そのζ とはとりわけ文部行政機構の下部組織をどう構

築するか(教育委員会制度の問題)，文部行政をいかに教育事務の特殊性を媒介して他の行政領域から

分離・独立せしめるか (r教育の自主性J・ないし教育行政の一般行政からの「独立Jiの問題)Iζ集中的

に表現されていたと考える本稿Hの私の視角からして，留間の批判はなおも新鮮である。

なお，上記の阿部の引用(頁数は前出の著作集第6巻による)のポイントは，行政系統上の不備とし

て f地方」なかんずく「府県jの I[獲接の手足jの欠如すなわち行政機構上の系統の不備を指摘した点

にあるζ とは明らかである。けれども上記引用と向じ箇所を引いている寺崎昌男・平原春好「文部省の

改変J(海後宗侵編 f教育改革J所収)では「府県にはjの問字が脱溶されて，引用が「不備Jである。

6)臨時物資需給調整法及びそれに基づくいくつかの手続法には.rあっせん」なる権限はみられない。
すくなくとも文部省設讃法のできるまでは fあっせんjの法的根拠は見いだしえない(文郎省設置

法では第4条第4号「教育のための物資の確保について援助するζとJ，第12条第 1項第7号!日・入手

図難な物資iζ関し・その入手についてあっ旋する乙とJとされて，根拠は明確である)。但し， r物資の
確保について援助J，rその入手についてあっ旋Jが非権力約関与をもっぱら;意味したか奇かは法上の文
字面とは自ずから別で，本文後述のー論点である。

7)森問孝 f文部省設鐙司法一部改正のいきさつJr文部時報j第893号， 1950年6月号15-17頁。
8) r学校はどうして作るかJ167頁
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9)間前28賞。

10)間前 135頁。

11)間前 132頁。
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12)我妻栄編『新法令の研究j(5)昭和25年度第 l殺では， ζの2つの「調整Jの権限を挙げている cr指定
生産資材割当規制」の解説の項。執筆者は金沢良雄)091頁。

13)森田孝「新しし、文部省の機構と性格jr文部特報J863号1949年8月号15頁。
14)文部省訪司令(大患裁定)r臨時教育施設部規程j0946年 1月88)による。
15)その意味で，本文後述のように戦後の物資統制行政の本格的展開・確立につながる文部機構内の溺芽は

むしろ大臣官房中の「会計課及資材課j，とあったとみるべきであろう。尚諜の沿革は遠く明治33年の建

築課にまで遡る乙とができる(同年勅令第 106号文部省官制中改正)。 ζ の諜について『文部省第28年

報jは「而シテ本省ニ於テハ前年度末ニ公布セラレタノレ勅令第B六号/本省宮制/改正ニ基キテ本省分
譲規程ヲ改定シ本年度ノ初ニ実業学務局ヲ新設シ総務局ノ下ニ建築学校衛生課ヲ分立セシメ笹...云々 j

と記している (3頁。傍点は吉宮本)。年報の記す総務局とは文部省管制改正の直後，明治33年4月27B

の各省官能iJ通則の改正(勅令 161号)によって設けられたと ζろの総務長官(それまでの次官)とその補

佐機関たる総務局を指すのである。 ζの改正の窓留すると ζろは「総務長官ハ大臣ヲ佐ケ省務ヲ整澄シ

各局部ノ事務ヲ監督シ及総務局/事務ヲ掌理シ及局中各課ノ事務ヲ指揮監督スJ(第16条)Iζ端的

lζ表現されているが如く，省内各局の総合調整機能を強化するものとして総務長官・総務局が設けられ

た点にある。 ζの傾向は，乙の改正を受けた文部省官制改正(勅令208号)Iとはより徹底した方向とし

てあらわれている。即ち，冬省官制通知iの本目1]1とよらず，本来大e官房中の事務たる「官吏ノ進退身分

ニ関スノレ事項jをも総務局iζ所管せしめているが如きがそれである(第 l条)。 ζ 乙iと建築諜を含む総

務局は，公文警管理(すなわち今日的lといえば法令等の立案)，統計，会計・物語オ管潔，人事管潔等(改

正各省管制通自IJ第11条)を通じた省内レベルの総合調書き機能の強化を担うものとして発足したζとが明

らかである。他方，戦後lと自を転じ以上の点、iζ照らして興味ぶかいのは，敗戦後の「会計課及資財諜J

を含む官房(とくに官房総務家)もさ当初は，上記の如き管内の総合調書き機能の強化後担うものとして

tl:l発している ζとである。すなわち，昭和初年9月8日(施行は5日)の f分譲規程中改正Jでは総務

室の事務中， r文教ニ関スノレ総合計醤ノ設定j，r文教ニ関スノレ重要改策ノ総合調整j，r文教ニ関スノレ善
後処潔事項ノ総合金額調整j(第2条第 l乃至3号)がみられ，また翌年3月23臼の改正(施行は15日)

では， r会計課及資材課jが「会計課JIζ改められ，問時iと上記の企画・調整・計画等の事務lζ加え，
それらと一体として処理すべきものとして「物資動員計画j，r物資ノ配給並ニ共同購入j(第 1条第 4
項第5，6号)が挙げられているのである。

16) r鶴時教育施設部支所規程j(昭和21年10月 1臼)。官報掲載は10月初日。
17)文部省訟11令(昭和22iF6月17日)文部省分課規程中改正第11条。

18) r教育施設局の新設j(うどき機)cr文部時報j842号.1947年9月・ 10月号)また宮)11孝夫(文部省学
用品課長)r教育用品についてJ(r文教情報J4号 1950年1月15日)18貰も防局似合革iとふれている
ので参照されたい。

19)前掲『学校はどうして作るかj 127"&掲載のものである。

20)特別地方官庁の廃止についてはすでに，いわゆる第一次地方制度改革に際して，第90議会での衆議続附

帯決議がよく知られると ζろであるが，それを受けて地方制度調資会は，地方g治法の立案を中心と

する第二次地方制度改茶の実施iζ際して，各省の駆け込み約なζれの滋設にたいして「都道府県知事の

公選の時期が迫るに伴い，中央各省が国政事務の統一的処型車IC名を革審り，地方iζ夫々誼轄の特別行政機

関を設霞しようとする趨勢極めて顕著なものがあり，地方行政の民主化を綴客し憲法の規定する地方自

治の本旨iと反するζと援しきた奈る虞がある a・・ u ・云々」と非難しているのである(内事局編『改正地方

制度資料第3音sj78頁)。また ζの点に関して，佐藤功教授は，上記の如き滋設が内務省の解体，すなわち

「地方公共間体に対する一般的指揮監管官庁Jの「消滅jを「契機として改めて湾燃するζととなったのであ

るJと述べているのは，乙の時期の文部省を含む'e僚倍IJの抵抗が内務省解体後の各行政領域に，各省がし、

かに関手ぎの行政分野を定立するかにあり，教管委員会総の創設を含む，戦後教育行政改京による「民主的J
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教育行政改革の達成もそうした抵抗の一建物に他ならぬとみなす筆者の視角(本稿(ー)の注(33)ですで!1:

述べた)にとって，これまた示唆的である (f最近K於ける行政機構の改革(4lJ， r法律時報J20巻 5号，
26資)。

21)行政管理庁管理部『行政機構年報第 1巻J0950年)所収の資料46r各庁出先機関一覧表J180-182頁
によるo

22) r国庫負担地方職員に関する政令J(昭和24年5月28政令部号)jJl]表中第13主去によれば「文教物資物価
統制事務職員J(全額閤庫負担である〉のうち， r吏員J92名， rその他の職員J92名が鐙かれているが，
前者の半数 (46名〉かと思われる。

23) r文部時報J835号. 1946年12月号の「文部日誌iJ'とは9月26臼設震との記事がみえる。また， ζれよ
り少し以前の「文部日誌J(830号・833号 7月10月号)にはそれぞれ6月19臼 7月29日iζ 「文部省

大阪出張所の開設を発表J.f文部省大阪出張所事務所を大阪府内に設震の旨通牒」との記事がみえる。

21 

24)近畿地方行政事務局は昭和20年11月勅令622号「地方行政事務局設霞制Jによって設けられた全国七事務

局の一つで.r地方ニ於ケノレ各般ノ行政事務ノ綜合連絡調変ヲ図ノレ為Jのブロック別機関である。戦中
期の地方総監府の名ごりであろう。

25) f8本教育新開』第8号 0946王手6月初日付)の記事による。大阪出張所が他の出張所とはし、ささか性

絡を異にする点については.r時事通信・内外教育』第 i号(1946年1O}']9臼)の「戦災学校の復旧lζ
文部省が支所設霞jの記事iとも窺えると乙ろである。「今回特殊な各地方事情も含めて新lζ(京の)全

国八ケ所lと文部省臨時教育施設部支所を設寝言る乙とになった。一'"中略。，いなお関東地区は文部省の

底!禽とするため，また近畿地区は大阪出張所が所管するので支所は震かないことになっている。j

26)森田・前掲論文17-18賞。

27)本稿Hi主(43)を参照された1、。乙の「害事務の実情jなるいい方が一面，機矯改革lζ抵抗する論理の官僚

的表現である乙とは明らかである。けれども，他面そこになんらかの事務の連関(仮iζ私は、著書務連鎖、

と称しようと窓、う)という考え方が22んだ形ではあれ，反映しているとみる ζとができるのであるJ事

務連鎖、という表現が適切か否かは検討の余地があるけれども，これまで主に法律学的アプローチ

において成熟してきた，事務配分論上の、分権、、集様、のカテゴリーに加えて，事務配分の研究に行

政学的にアプローチするに際し事務の規範上の分離，集中lζ着目するのではなしに，一体として一つ

の連関をなす行政事務の速がり lζ着目する必要さがあると私は考えているのである。こうした私の課題意

識が妥当か否かは更に検討を要するけれども，さしあたり天111晃教綬の次の如き「融合jの指檎は，上記の

私の主義題意識にとって示唆するところ大である。教授は地方自治の{裂Jにかかわって乙う述べている。

「明治以降の<集権・融合>恕が『戦後改革』を経て<分権・融合>型iζ再編された，とみることがで

きる。く集権>一<分権>という意味での大きな転換はあったが.<分離>ー<融合>という意味では，

戦前からの<融合>君主の基本的特性が.r戦後改革』を経ても持続しているのではなL、かと解釈するわ
けである。J(r広域行政と地方分権J.r行政の転換期J. ジュワスト増刊総合特集29号. 1983王手所収。120
頁)

28)物資統制行政はもっぱら府県たる地方庁(知事，のちには都道府泉教委)のみを対象に展関されたこと

についてはω47年8月号日発施 122号「教育施設局地方出張所の協力方の件J(各都道府緊知事宛，教

育施設局長)の通逮にも示されて(，、ると ζろである。

「記・1. 略， 2. 地方庁との関係では新学術jの実憾に伴う学校舎の新設等の緊急用務が多い見込みで

あるが，当出張所は態接iとは市区町村とは関係しなL、から市区町村直接の事務は各都道府県で可然指導

する乙とJ(乙の通達は『近代日本教育制度史料・第19巻J431震に所収)

29)物資統制行政の強力なる展開が，敗戦後の日本経済の破滅的状況のしからしむると ζろであるとしても，

その展開が官僚的に行なわれるべきか否かは別の次元の問題であるにもかかわらず，物資統治jが戦後官

僚制jの好箆の活動領域となり，大いに官僚制を活性化し逆に国会(立法権)と地方団体の自主性(El

治)が煩われたとする認識は次の放蝋山政道教授の一文lζ明らかであろう O

「新憲法は始めて地方自治を憲法上の制度として，その擁立を図り，過去において官僚の牙域であった

中央集権に代って地方分権の実現を図ろうとした。しかし官僚は逸平くこの大勢を見てとって名を地方
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自治iζ与えて，実をすっかり自分に収める方途に出た。地方自治法が地方分権の美名の下に審議されて

いる時，中央の各省は着々として規則を制定して地方に行政出張所を設寵してしまった。そして戦時中

府県行政の任務であったものが，今度民選知事になったため，かえってその手から等われていまう乙と

になった。かくのごときは，地方分権の趣旨に反するのみならず，国会の立法権を無視したものといわ

ねばならぬ。

実際問題としては，散戦後経済の統制の必要もある，地方行政の瓦解より自治行政への切替えに手間

取れたという ζ ともあろうのまた地方自治の行政的未熟や地方吏員の無能という理由も挙げ、られるであ

ろう一一環に中央各省の主張や弁解のr:plとはそういったものがある。しかし統制経済の必要があるしで

も，その権限や任務を定めるのは国会ではないか。統制法の簸行を中央政府のみにやらせるか，地方団

体も参加させるか，その後者の場合l己中央と地方との関係をどうすべきか，乙れらの事項を決定するの

は行政官庁ではなくて，国会であるのが新憲法の線本趣旨である ζとは一点の疑いを容れない。図会が

未熟で乙ういう ζとが問題にされないからといって，そのドサクサ紛れに勝手に行政権をもって，乙う

いう権限と機構を定めてしまうのでは，それは余りに立法権を無視したものではないか，また地方団体

を見くびったものではなかろうか。地方分権を一枚看板とする地方自治法を二度までも審議可決しなが

ら，乙の重大問題を見逃がしてしまった国会の未熟無能にも呆れざるを得ないけれども，それをいい事

霊祭いに中央集権を御手盛りでやってしまう官僚の校猪さにもものがいえない。ああ，日本には官僚以外

iとは政府というものがないのかと暖嘆乙れを久うする次第であるjcr賓任政府と官僚制度J，r行政学研
究論文集J1965年.269-270頁。初出は鈴木安蔵綴『官吏制度の研究j1948年)

30)佐藤功「最近iと於ける行政機構の改革(4lJ，法律時報20巻5号21頁。向ーの整理は『戦後自治史JV抵 54

Eまにも見られる。

31)ζの点は奥平康弘『表現の自由 1J 1983年，有斐閣，第2篇第 1書室「戦前における検閲制度小史jが参

照、されるべきである。

32)大窓会編『内務省史』第 l巻598頁。

33) r文部略報J(昭和23年 1月号， 845号)r著作権室についてJには次の記事が見える (31頁〉。
「著作権11:関する事務の所管官庁は，従来内務省であったが，昭和22年 5月10日政令第39号により，文

部省の専管となり，社会教育局lζ著作権蜜が設鐙されたのは， 7月初日であった。j

33)明治8年 6JJ28日太政宮逮によって，それまで文部省が所管した衛生・准刻の二事務を内務省に移管す

るζとにしたが， ζの時点で，図審館(当時は東京霊書籍館)は翌7月108.文部省にたいして，納本一

部を向館lとひきつづ‘き交付するよう内務省に交渉すべき旨を次の如く上申している。

「今般准刻事務，内務省所轄被仰出候旨，御逮有之候，就テハ，国内新出版警籍類之儀ハ，一般求覧者

之需要ニ不可欠ノモノニシテ，必，館内ニ柏備申度候条，従前，准刻諜ヨリ廻付相成候i透，自今出版之

持，各一部ツ¥内務省ヨリ交付総成候様御掛合有之度J(東京書籍館書類。 出典は国立図会図書館支部上

野図書館『上野閣議館八叩十年盟各史ム昭和28年， 40頁，注(4)から)

なお明治8年の二事務移管が日本出版警察法制上大きな意義をもっていた点については，奥平篠弘「臼

ヨド出絞警察法制の援史的研究序説3H法律時報J39巻7号)が参照されるべきである。乙の二事務移管の

きっかけの一つに福沢諭ぎの『学問のすすめ』が世上.r檎公権助論J• r檎公笥総論jと攻撃された事
情が介在したといわれる。 ζ うした攻撃と批難号をきっかけとしたニ事務の移管は文教の府に対する縁踏

であると羽仁五郎は難じている cr白石・諭吉J)。
また，当時の文部省准刻課の自費国穫太郎(八等出仕入間課長杉山恒次郎が福沢の慶応義畿の出身

であり，上記の批難・攻撃にたいして福沢の著述を擁護した様子については岩波文庫版f学問のすすめi

の小泉信三の解説iζ詳しい。

35)出典は前掲， r上野図警館八十年盟各史J31頁。
36)第90帝国議会予算委員会第2分科会での文部省伊藤臼出登政府委員の説明。但し出典は裏侶武夫・小111

同日編 F図書書館法成立史資料jJ， 1968年，社団法人日本国警館協会， 157頁による。
37)喜菱自・小JlI前掲警41資。との「解説Jの執筆は小)11教授。ただし私は本文後述の行論でも明らかにする

如く，戦後の図書書館行政の歩みのある側面は，明らかに文部行政との一体化・文部行政の権限領域拡張
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の衝動から発する，行政的統制の強化と見なしているので，小川教授の「解説 1のようiとたんに図書鎧

界の「長年Jの「夢Jという評偏には賛成できない。

38)間前書114-118頁。 ζれと悶旨の提案は『図書館雑誌J40年第3号(昭和21年9・10・11・12月号)IL 
も早くも「館界当面の五問題Jのーっとして I出版体制確立の件Jとして主張されている。

39)例えばこ法律の制定推進をうながした大内兵衛外3名の「意見書J(昭和21年 9月18日，貴族院議事速

記録第33号)，また姉崎正治発議による34人の共同提案「議会図書館/設立ト国立図書館ノ拡充ニ関ス

ル建議J(昭和21年10月10日 貴族院議事速記録第42号〉などには国会付設の図書鎚がたんに議会歯書

館にとどまらない性格をもつべきものとの機怨が見える。

40)もちろん，裏悶・小川前掲警が，乙の悶の資料的な事情の説明として有益である乙とは震うまでもない。

けれども問題は，本文で予想・推測した「対立Jをめぐって，何が図書館の本質的発展と見なしうる

論理的筋道なのか，それは戦後図書館5たにどう発現しているかのiとあるのであって，問書での「解説J

はそのζとがしかく明らかではないと思うのである。

41)戦後図書館の理念問題にかかわって，いささか蛇足を家知で一言すれば，在来ややもすれば，図書館，

とくに市町村関番館がすみずみまで設鐙されるζとがあたかも戦後図書館の民主的発展の主要な筋道で

あるが如き，ある穫の f常識jが存在するように思う o そのζ とが，情報や関著書iζ往民がアクセスする

機会や権利を拡大するというかぎり，そのζとに全く反対も異論もない。けれどもそれとはやや異って，

関書館の環念としてはし、わばその質において， r自由Jが問題とされるべき面があるといえよう。その
意味で，理念の質的発展の基本線一何をもって図書館の本質的発展とみなすかーは戦後においてはまず

もって国立国会図書書館がそれを欄明したと私は考えたいと思う。そういう鋭点で例えば羽仁五郎が f図

書館雑誌J59巻8号での一文「国立国会図芸書館の成立jにおいて，同図書館が強制納本制が「何らかの

かたちにおいて検関iとつながるζとをおそれJ(306頁)， ζれを採用しなかったとしているζとなどは，

本文で、のベた戦後の初期の図書館界の強制納本制導入の発想と比べて対照的というべきであろう。羽仁の

如き発想は今尽では当然といえるかも知れなし、。けれども，図欝館研究の分野では不恕議な乙とにくと私に

は思える)ζ うした羽仁の如き発想は今日でも十分評価されていないのではなかろうか。

42)前掲『上野関警館八十年略史J125-127頁。

43)ζの簡の事情を前掲 F上野図言書館八十年盟各史』は次のように記している。

「従来の顕著書館講習所は，傍国凶審宮官長の管理l乙委ねられていたが，文部省が毎歳の綬費を支出して，

主管する所であって，官制がある訳ではなく，謂わば臨時の施設の如き感があり，その制度や設備に於

ても甚だ不備であり，誠iζ遺憾とせられていたJ026頁)。

44)向上.127頁。傍点は西本0

45)向上.127頁。 <本稿続く>


